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の綱領ではない。政党は起こりうることに目をつぶることはできないが，その実践的政治行動は，現実に

基礎付けられねばならない。オーストリアはなお存在し続け，この国の社会民主党は，多分なお数年間そ

の枠の中で活動しなければならないだろう。社会民主党は，将来の和解によってだけでなく，所与の土台

の上で実現できる綱領によって，民族闘争に関与することができなければならない。だが，そのような綱

領は，私が見る限り，社会民主党の活動から有機的に生じ，その隊列そのものに適用されるものだと見な

されるべきである。諸民族集団の連邦制（Föderalismus der Nationalitäten）の綱領である。

　別の社会主義的な民族綱領（Nationalitätenprogramm）は，私には，なお知られていない。

　諸民族集団の連邦制に達することに成功しないなら，オーストリアが，常に高まる内部の全身痙攣のも

とで，崩壊に向かうのは確実である。そして，その連邦制の実行の見通しが非常に小さいことは確かである。

　だが，諸民族の和解のための綱領の作成が余分な仕事だと思われるほどに，崩壊が不可避で差し迫って

いると考える機会を社会民主党がもつような場合でさえ，その実践的活動は必然的にあの綱領の方向に，

遠心的な諸傾向に対立するものにならざるをえないであろう。

　では，「遠心的な諸傾向」とは何であろうか？　それは民族的な諸対立（die nationalen Gegensätze）である。

オーストリアの崩壊を狙う政党は，これらの諸対立を極度に煽り立てて，様々な諸民族（Nationen）の間

の深淵を広げるのに適したあらゆる方策を支持するに違いない。その場合，社会民主党は，インタナショ

ナルな政党（internationale Partei）として，それと協働する必要もないし，能力もない。むしろ，党は諸

民族の和解（Völkerversöhnung）の意味で断固として行動し，諸民族（Nationen）の間の深淵を架橋する

のに適したどのような方策をも支持する。それゆえ，望もうと，望まなかろうと，意識的であろうと，無

意識的であろうと，その綱領に基礎付けられてようと，状況に迫られてであろうと，社会民主党はオース

トリアで帝国を纏める政策を擁護し，その崩壊を助長するあらゆることと闘う。従って，私がすでに以前

の論文で強調したように，党にとってオーストリアの国家思想はどうでもいい，むしろ同調できないもの

ではあるが，その意味で社会民主党は，今日決定的な影響力をもつ勢力なのである。

《原注》
⑴　さらに特別な問題を示しているルーマニア人とイタリア人については，ここでは捨象する。
⑵　 W. Rogge, Oesterreich: von Világos bis zur Gegenwart, 1. Bd., S.8. ロッゲ（Walter Rogge: 1822⊖1899）は断固たるドイツ・自由

主義者にしてスラヴ狂。

《訳注》
⑴　本稿はKautsky, Karl, Der Kampf der Nationalitäten und das Staatsrecht in Oesterreich, in Die Neue Zeit, Jg. 16, 1898, S. 516⊖524 u. 

S.557⊖564，およびNochmals der Kampf der Nationalitäten und das Staatsrecht in Oesterreich, in Die Neue Zeit, Jg. 16, 1898, S.723⊖
726の翻訳である。

⑵　Friedrich I.（1122⊖1190）：ホーエンシュタウヘン朝の神聖ローマ皇帝（在位：1152⊖1190）。バルバロッサ（赤髭王）と呼ばれた。
⑶　Leander Starr Jameson（1853⊖1917）：英国の植民地政治家。
⑷　Kornblumenritter：和名ヤグルマギクは，プロイセン王室のゆかりの花。「ドイツ帝国の国花」と呼ばれることがある。
⑸　Goethe, J. W. v., Faust II, Stuttgart, 1832, Vers 12104 ff.
⑹　 Cilly（Cilli）：現在のスロヴェニア第３の都市ツェレェ（Celje）。ハプスブルク時代にはシュタイアーマルク公領に属した。
19世紀と20世紀の交わりの時期には，反スロヴェニアのドイツ愛国主義の中心地であった。

⑺　Grillparzer, F., “Feldmarchall Radetzky” in Sämtliche Werke, Bd. 1, Gedichte, Epigrmme, Dramen 1, München, 1960, S.230.
⑻　Daszyński, I., “Die Lage in Oesterreich”, in Die Neue Zeit, Jg.16, 1898, S.718⊖723. 
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